
一般会計当初予算　　　　　　（骨格予算）

当
初
予
算
の
特
徴

 

骨
格
予
算
と
し
て
編
成

　

平
成
26
年
度
当
初
予
算
は
、
骨
格
予
算

と
し
て
編
成
し
ま
し
た
。

　

政
策
的
な
判
断
が
必
要
に
な
る
新
規
施

策
や
補
助
金
な
ど
は
、
原
則
と
し
て
計
上

を
見
送
り
ま
し
た
。
市
民
生
活
へ
の
影
響

に
配
慮
し
な
が
ら
、
義
務
的
な
経
費
や
継

続
的
な
事
業
に
必
要
な
経
費
を
中
心
に
計

上
し
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
今
回
、
計
上
を
見
送
っ
て
い
る

政
策
的
経
費
は
、
６
月
補
正
予
算
で
計
上

し
ま
す
。

■ 

扶
助
費
は
、
臨
時
福
祉
給
付
金
、
子
育

て
世
帯
臨
時
特
例
給
付
金
の
増
な
ど
に

よ
り
５
億
７
千
万
円
（
６
・
２
％
）
の

増
■ 

人
件
費
は
、
支
給
率
の
改
正
に
伴
う
退

職
手
当
の
減
、
共
済
費
の
減
な
ど
に
よ

り
１
億
６
千
万
円
（
２
・
１
％
）
の
減

■ 

公
債
費
は
、
市
債
（
市
の
借
入
金
）
の

元
利
償
還
金
の
減
に
よ
り
１
億
３
千
万

円
（
２
・
２
％
）
の
減

■ 

骨
格
予
算
編
成
の
た
め
、
普
通
建
設
事

業
費
は
12
億
３
千
万
円
（
27
・
３
％
）

の
減
、
補
助
費
等
は
４
億
５
千
万
円

（
８
・
０
％
）
の
減

 

歳
入
の
ポ
イ
ン
ト

■ 

市
税
は
、
固
定
資
産
税
（
家
屋
・
償
却

資
産
分
）
の
増
な
ど
に
よ
り
１
億
４
千

万
円
（
１
・
２
％
）
の
増

■ 

利
子
割
交
付
金
ほ
か
で
は
、
地
方
消
費

税
交
付
金
の
地
方
消
費
税
率
改
正
に
よ

る
増
な
ど
に
よ
り
１
億
円（
８
・
１
％
）

の
増

■ 

国
庫
支
出
金
は
、
臨
時
福
祉
給
付
金
、 

子
育
て
世
帯
臨
時
特
例
給
付
金
の
増
な

ど
に
よ
り
１
億
２
千
万
円（
２
・
０
％
）

の
増

■ 

骨
格
予
算
編
成
の
た
め
、
市
債
は
２
億

９
千
万
円
（
６
・
４
％
）
の
減
、
県
支

出
金
は
１
億
４
千
万
円
（
４
・
４
％
）

の
減

 

歳
出
の
ポ
イ
ン
ト

性質別歳出
区分 予算額 構成比

人件費 73億1,601万円 17.1%
物件費 53億6,021万円 12.5%
維持補修費 2億6,701万円 0.6%
扶助費 98億5,126万円 23.0%
補助費等 51億7,259万円 12.1%
普通建設事業費 32億6,457万円 7.6%
公債費 57億2,933万円 13.3%
繰出金 51億8,711万円 12.1%
その他 7億3,191万円 1.7%

歳出合計 428億8,000万円 100.0%

平成26年度当初予算の　　　　概要をお知らせします

市税や使用料・手数料など、市が自主的に収入するお金

国や県の基準に基づき、交付されたり割り当てられたりするお金

議会費 
4億1,337万円（1.0%）
市議会の運営 その他

7億1,202万円（1.7%）
労働費、災害復旧費、諸支出金、
予備費

衛生費
40億9,713万円（9.5%）
各種健康診断や救急医療対策、ごみ処理など

農林水産業費
10億4,894万円（2.4%）
農林水産業の振興、農道・林道・ため池の整備など

土木費
46億8,658万円（10.9%）
道路や橋、公園、住宅整備など

商工費
6億8,084万円（1.6%）
商工業や公共交通、観光の振興など

民生費
165億4,324万円（38.6%）
高齢者や乳幼児、障害者などの
福祉、生活保護、災害救助など

総務費
34億5,305万円（8.1%)
税務、戸籍、選挙などの事務や
市役所の管理など

428億8,000万円 
（目的別） 
歳出 

公債費
57億3,145万円（13.4%）
市の借入金の返済

教育費
40億4,022万円（9.4%）
幼稚園や小中学校、社会教育、
芸術文化・スポーツの振興など

消防費
14億7,316万円（3.4%）
津山圏域消防組合の
負担金や消防団の機庫、車両整備など

国庫支出金国庫支出金
58億9,502万円（13.7%）58億9,502万円（13.7%）
国が認めた特定の事務事業の国が認めた特定の事務事業の
実施に当たって国から交付実施に当たって国から交付
されるお金されるお金

使用料及び手数料
6億3,152万円（1.5%）
市の施設使用料や住民票、各種証明
書などの交付手数料

県支出金
31億527万円（7.2%）
県が認めた特定の事務事業の
実施に当たって県から交付されるお金

地方譲与税 5億4,000万円（1.3%）
国が徴収した税金から一定の基準に従い譲与されるお金 

利子割交付金ほか  13億7,991万円（3.2%）
県が徴収した利子に掛かる税金の中から交付されるお金など 

  
国庫支出金
58億9,502万円（13.7%）
国が認めた特定の事務事業の
実施に当たって国から交付
されるお金

市債
41億9,500万円（9.8%）
国や金融機関から借り入れるお金

諸収入ほか
12億2,432万円（2.9%）
どの費目にも含まれない他のお金

市民税 50億8,559万円

都市計画税 6億5,605万円

固定資産税 56億9,865万円

軽自動車税 2億8,461万円

市たばこ税 8億円

入湯税 10万円

分担金及び負担金 
8億9,458万円（2.1%）
市が行う事業で特定の利益を受ける 
人などから徴収するお金 

自
主

財

源

依

存

財
源

地方交付税
124億8,938万円（29.1%）
全国の自治体が同水準の行政を
進められるよう、財政運営の均衡を
とるために国から交付されるお金

428億8,000万円
歳入

市税
125億2,500万円
 （29.2%）

 財政課（市役所６階）☎32-2020

自主財源 152億7,542万円（35.6％）

依存財源 276億458万円（64.4％）

骨格予算とは
　市長選挙などを控えた
自治体が、最低限必要な
経費で編成する予算です。
　選挙後の補正予算で、
市長（首長）の意向を反映
させた事業などを予算計
上します。
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